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Ⅰ　はじめに

加齢による疾病や生理機能の低下は、加齢の変化そ
のものであるといえよう。加齢変化と疾患、廃用の因
果関係のために多くの場合、身体機能低下の原因を特
定することが困難であった。近年、身体機能や生理機
能の低下の少なくとも一部は、遺伝により規定された
加齢現象だけではなく、潜在的なわずかの疾患の合併、
廃用によっても引き起こされていることが解明されて
きた。活動性の低下や廃用は、加齢に伴う耐用能、筋
力、柔軟性の低下を増悪させてさらに機能低下につな
がるだけでなく、内臓肥満や耐糖能障害、骨量減少、
高血圧、高脂血症、冠動脈疾患といった疾患や疾患に
準じた状態を招く。その結果生じる身体障害だけでな
く、ときには治療行為さえこの悪循環を進めていくこ
とになる８）。
また、健康な生活を少しでも長く続けるためには、
加齢による筋力の低下を最小限に食い止める必要があ
る。なぜなら、筋力の低下は起居移動動作能力の低下、
転倒の発生、日常生活動作の自立度の低下、入院さら
には高い死亡率など、高齢者における様々な重大なイ
ベント発生の独立した予測因子として知られている通
り、筋力の低下は顕著である。そこで、高齢者におけ
る、運動の重要性についてと、現在取り組まれている
運動処方について検討することを目的とした。

Ⅱ　高齢者における身体活動・運動

身体活動量が多い者や、運動を定期的に行っている
者は、総死亡数、生活習慣病の羅患率や死亡率が低い
こと、また、身体活動や運動が、メンタルヘルスや生
活の質の改善に効果をもたらすことが認められてい

る。更に高齢者においても歩行など日常生活における
身体活動が、寝たきりや死亡を減少させる効果のある
ことが報告されている１, ２, ３, ４）。
身体活動や運動の健康に対する効果についての知識
は国民の間にも普及しつつあるものの、運動を実際に
取り組んでいる者の割合は少ない。近年、多くの人が
無理なく日常生活の中で運動を実施する方法の提供や
環境整備が求められている。
21 世紀における国民健康づくり運動として、2001
年からの 10 年間、生活習慣の改善を行うことにより、
早死や要介護状態を減少させ、「健康寿命（健康で明
るく過ごせる期間）」を延ばすことを目的とした「健
康日本 21」がスタートした。
「健康日本 21」における基本方針では、国民の身体
活動や運動についての意識や態度を向上させ、身体活
動量を増加させることを目標とするとしている。また、
身体活動・運動の推進のために、日常生活における身
体活動に対する知識・態度、1日の歩数、運動習慣を
有する者について、その現状を把握し、それに基づい
た数値目標を設定するとしている。
また、「健康日本 21」の現状と目標の高齢者につい
て次のように述べている。
現役を退いた高齢者は、社会的役割が減り自分自身
の生きる目標を見出しにくくなることから、社会的な
関わりが少なくなり家に引きこもりがちになりやす
い。このような状況は高齢者の日常生活を非活動的に
し、身体的生活機能のみならず、精神的及び社会的な
生活機能をも低下させる大きな要因となる。
高齢者が身体活動を増加させる方法としては、まず、
日常生活の中であらゆる機会を通じて外出すること
と、ボランティアやサークルなどの地域活動を積極的
に実施することである。その際、従来の町内会や伝統
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的な奉仕活動などの社会活動に加え、高齢社会に対応
した新しい福祉活動や知的・文化的な学習、趣味活動
などを行うことが望まれる。そのうえで、積極的な健
康づくり行動としての体操、ウォーキング・軽スポー
ツなどの運動を定期的に実施することである。このよ
うな身体活動を行うことによって、高齢者の生活の質
を規定している日常生活活動能力障害の発生を予防
し、活動的余命を延長させることが可能である７）。
総務庁の意識調査で、日常生活の中で買物や散歩な
どを含めた外出について、60 歳以上では「自分から
積極的に外出するほうである」とする者は男性で
59.8％、女性では 59.4％である。この割合は年齢が高
くなるにつれて低くなり、80 歳以上では全体で
46.3％となる。今後 10 年間でこの割合のそれぞれ
10％上昇を目指し、男女とも 70％、80 歳以上の全体
の 56％とすることを目標とする５）。
また、社会参加についての活動状況では、高齢者の
日常生活が非活動的な状況に陥ることのないようにす
るためには、生きる意欲や意志につながることを持つ
ことが重要である。そのためには、地域社会において
人々と積極的に関わりをもとうとする意識をもち、
個々人の価値観に根ざした社会参加活動を実施するこ
とが有効である。何等かの地域活動へ「参加している」
者は、60 歳以上の男性では 48.3％、女性では 39.7％
である。また、参加している活動のなかでは、体操、
ウォーキング、ゲートボールなどの健康・スポーツサー
クルが最も多く、男性 21.2％、女性 15.8％である。今
後、10 年間で「何等かの地域活動へ参加している」
者の割合の 10％上昇を目指し、男性 58％、女性 50％
を目標とするとしている。また、高齢者の日常生活動
作能力のなかで、比較的早期から低下するのは歩行や
起居などの移動動作にかかわる能力である。従って、
高齢者が日常生活において歩行運動を積極的に行うこ
とや、日常生活動作障害に対する初期予防活動として
有効である。70 歳以上の高齢者における 1日あたり
の平均歩数の現状は、平成 9年では男性が 5,436、女
性が 4,604 歩であり、平成元年からの 9年間に男性で
は約 1,200 歩、女性では約 1,300 歩増加している。こ
のことより、今後 10 年間で 70 歳以上の者における 1
日当り歩数の男女とも 1,300 歩増加を目指し、1日の
平均歩数を男性 6,700 歩、女性 5,900 歩程度とするこ
とを目標とする。高齢者にとって 1,300 歩は約 15 分

の歩行時間に相当し、距離としては 650 ～ 800mとな
る。尚、高齢者の ADL障害（Activities of Daily 

Living）をより効率的に予防するためには運動の種類、
強度、時間、頻度などの条件を踏まえ運動習慣として
長期的に実施することも有効である。特に、高齢者の
身体的な自立能力は移動動作などの下肢機能を反映す
る能力から低下することから、歩行運動や下肢・体幹
部のストレッチングおよび筋力トレーニングなどを
行ったり、種々のレジャー活動や軽スポーツなどを積
極的に行うこともまた有効である。運動習慣を「週 2
回以上、1回 30 分以上継続して実施している者」と
定義した場合、70 歳以上の高齢者における運動習慣
者は男性が 36.2％、女性が 24.9％である。今後、この
増加が望まれるところである６）。今回策定されている
目標値は、集団としての目標値であり、個人に対して
は、対象者の特性に応じた目標を設定して指導してい
くことが基本である。
高齢者の各個人が取り組む目標として、次のような
項目が考えられる。

（1）  年齢や能力に応じて以下の社会活動のうち一つ
以上を行う。
・  能力や体力に応じた仕事（フルタイム、パート
タイム）
・  知識や経験を生かした地域活動やボランティ
ア活動
・知的・文化的学習活動
・興味や関心を生かした趣味や稽古ごと

（2）  年齢や能力に応じて以下の運動のうち一つ以上
を行う。
・ストレッチングや体操を 1日 10 分程度行う
・散歩やウォーキングを 1日 20 分程度行う
・  下肢および体幹部の筋力トレーニングを 1週
間に 2回程度行う
・   レクレ－ション活動や軽スポ－ツを 1週間に
3回程度行う

今後、以上の項目を可能にする環境づくりが重要で
あり、また、引きこもりがちの生活習慣を持つ人に対し
ては、積極的な働きかけが有効になってくると思われる。
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Ⅲ　高齢者の生活体力

近年、高齢者の健康をできる限り長く維持し、長期
にわたり自立した生活を可能にすることが社会的な課
題となっている。そのための老人保健対策は、加齢に
伴う能力低下や機能障害を予防し、高齢者の身体活動
能力を維持増進することが重要だと考えられる。身体
的活動能力とは生活維持に必要な基本的なものから、
日常生活における基本的動作能力や手段的日常生活動
作能力、さらには仕事や娯楽・スポーツなどの積極的
な日常生活を営むまでの幅広い能力を意味する。これ
ら身体的活動能力の評価法としては、個人の活動水準
に応じていくつかの方法がある。たとえば、リハビリ
テーション医学においては、基本的動作能力について
種々の評価方法が開発され９）、生活の自立度や機能回
復の評価判定などに用いられてきた。しかし、これら
の基本的動作能力の尺度は障害者用に開発されたもの
であり、質問された内容が「できる」か「できない」
を判定するものであるために、機能的に自立した高齢
者のしんたいてき能力を評価するには限界があった。
一方、体力科学の分野では、身体的活動能力を体力
としてとらえて、文部科学省の壮年体力テスト、ある
いは最大作業能力テスト（最大筋力、最大酸素摂取量）
などが用いられている。これらの測定は、身体機能を
定量的かつ最大能力まで評価できる積極的尺度であ
り、青少年期から中高年期までの体力の推移を縦断的
に観察することが可能である。しかし、測定実施にあ
たっては測定動作の難易度が高いことから、その対象
者は比較的水準の高い者に限られることになりやす
い。日常生活での体力を要素別に評価することよりも、
日常生活における主要な動作や生活に関連した動作の
遂行能力を身体的活動能力として評価することの方が
より意義深いものと考えられる 10）。

Ⅳ　高齢者の筋力トレーニング

高齢になると身体に変化が生じる。これに対して、
筋力トレーニングは、身体機能および生理的状態を、
一般的な年齢曲線上に維持するために利用できる。ま
た、高齢になっても身体の可逆性が維持されているた
めに、筋力トレーニングによる適応が生じることが示
されている。そして、筋力トレーニングは、加齢によ

る機能性の低下を抑えるために利用することができ
る。すなわち、筋力トレーニングは、スポーツパフォー
マンスに対して大きな効果与えるとともに、高齢者の
健康状態を維持および改善するために利用することが
できるのである。筋力トレーニングにおける原理は高
齢者にも適応でき、漸増性の原則も適応することがで
きる。
加齢は、遺伝的に決定されているものであるが、身
体活動の特性にも影響される。病理学を越えた加齢に
関する問題は、多くの生理的システムや身体の機能お
よび形態の低下による運動不足症候群が存在すること
である。筋、骨、免疫、内分泌腺、心臓循環系におけ
る機能の改善は、適切な処置と漸増的に遂行されるト
レーニングプログラムによって実現できる。高齢者が
できる主な試みは、身体機能と諸能力を加齢に伴って
維持してくことが重要である。また、筋力トレーニン
グは、身体能力を著しく維持することが示されている。
アントンらは 11）、パワーリフティングとウエイトリ

フティングによる記録を調査し、以下に示した。

（1）  最大の拳上パフォーマンスによって評価される
最大無酸素系筋パワーは、以前から考えられて
いた年齢よりも早期から連続して低下する。

（2）  最大筋パワーは、複雑で力強い運動によって大
きく低下する。

（3）  加齢に伴う身体機能の低下速度は、より複雑で
爆発的なパワーを必要とする運動に関しては、
男性よりも女性が大きい。

（4）  年齢に伴う筋パワーの低下速度は、上半身と下
半身で類似している。

また、加齢は筋力に影響を与えることは知られてい
る。トレーニングを行っている人は、していない人に
比較して、筋力における低下の割合が少ない。継続的
な筋力トレーニングは、加齢に伴う機能低下を抑える。
早期の筋力トレーニングプログラムは、個人の達成可
能な筋力やパワーの大きさを決定する。若い時期のト
レーニングは、人生の重要な時期における多くの発達
要因に重大な影響を与える。
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加齢に伴う筋力低下に関する原因について、多くの
様々な研究は、加齢に伴う力発揮能力の低下する原因
が、筋量の減少であることを示している。このことは、
力発揮を目的としないトレーニングを行っている人に
も見られる。筋量の減少は、個々の筋線維におけるサ
イズの収縮や消失に関係している。加齢に伴ってタイ
プⅡ線維の選択的消失が発生することが明らかにされ
ている。80 歳を過ぎると、タイプⅠ線維よりもタイ
プⅡ線維による顕著な低下が認められることから、タ
イプⅠ線維に対するタイプⅡの比率は、青年のころに
は平均 60％であった値が、80 歳を過ぎると 30％より
も低下してしまう。アントンが示したように、急激に
力を発揮する能力は、加齢に伴って劇的に減少する。
急激な方向変換や加速能力の低下は、パワーの低下に
影響されて生じるものであることが示されている。

Ⅴ　高齢者の筋力増大のためのトレーニング

近年、様々な筋力トレーニングを行わせることに
よって、高齢者の筋力が改善することが検証されてい
る。たとえば、60 ～ 96 歳の高齢者では、トレーニン
グによる最大筋力の改善が、118 ～ 213％の範囲にあ
ることを示している 11）。最大筋力を発揮する神経系の
要因に関する学習効果は、相対的に高い割合で筋力を
増大させることに役立つ。また、筋力の最も高い増大
は、下肢筋群によって特異的に生じることが認められ
ている。トレーニングをしていない人がトレーニング
を行うと、相対的に筋力が増大することは、どの年齢
の人にも共通である。しかし、筋力の増大によるトレー
ナビィリティーが、年齢によって異なるのかどうかに
ついては明確にされていない。48 週間のトレーニン
グに伴う筋力の増大では、最初の 24 週間のほうが後
の 24 週間に比較して、大きな増大を示す。これらの
ことから、ある特定の運動を用いた半年の筋力トレー
ニングは、高齢者についても、大きな筋力の増大を引
き起こすことが理解できる 12）。

Ⅵ　高齢者における運動指導

高齢者におけるレジスタンストレーニングの運動指
導について以下に挙げる 12）。

（1）運動頻度
高齢者における強度のレジスタンス運動を
行った際に生じるとみられる筋組織内の微小
な損傷の回復には、48 ～ 96 時間を要すると
みられることから、特に運動強度が高い水準
での強度設定は行なわれないことが多いため
に、週 2～ 3日の頻度が勧められるであろう。
さらに運動効果の観点からは、週 1日よりは
明らかに 2 日のほうが改善の程度は大きい
が、週 3日と比較すると変わらないとされ、
効果の観点からもこのあたりの頻度が推奨さ
れる。

（2）セット数
高齢者が行う場合には 1セットでも 2または
3セットの効果とほぼ同じであり、1セット
の運動でよいとされている。

（3）運動強度、運動回数
運動効果を上げるうえで最も重視されている
のが強度であるが、最大筋力の 60 ～ 90％の
範囲であれば良いとする考え方がある。一方、
40 ～ 60％といった範囲でも効果があるとい
う見方もある。実際には、過負荷の原則に則っ
た運動であれば期待できると考えられ、日常
生活の活動量または運動初期の筋力水準に
よって設定される。しかし、筋肥大を期待す
る場合は高い強度設定が必要である。一方、
筋持久力の改善を期待場合はには強度を小さ
くし、頻度を増やすといったプログラムの調
整が必要である。

（4）運動の回数については、前述の強度との関連か
らみて 10 ～ 15 回程度繰り返すことが可能な重
さでの設定が望ましいとみられる。また、呼吸
を止めずに 1回に要する時間が屈曲時に 2～ 3
秒で伸展時に 2～ 3秒といったリズムで行うこ
とが望ましい。持久性の改善を期待する場合に
は、強度を下げて回数をより増やすことがプロ
グラムとして適当であろうと思われる。
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まとめ

加齢とともに、筋肉や神経など身体を構成する諸器
官の発揮機能の低下を誘発する。また、適度な身体運
動を行わなければ、筋・骨格系・呼吸循環系、神経系
などの器官・組織は退化する。通常、加齢とともに身
体運動は減少傾向にあるので、身体の各器官や組織は
加齢とともに運動不足の影響が加わり、加速度的にそ
れらの機能を低下させることになる。特に、日常生活
の中で動作の遂行が必要とされているのが筋機能であ
る。筋機能の低下は姿勢の悪化、腰痛、骨の疾患など
を誘発し、寝たきりの現象を引き起こす傾向が多い。
このことは、高齢者にとって健康的な日常生活を遂行
するにあたって、筋肉を強化することが必要不可欠で
あると思われる。また、高齢者の健康づくりの中心と
して、筋肉が重要であると考えられている。筋肉の指
令は中枢神経から行われ身体活動が行われる。その好
ましい効果は筋肉以外に、骨や靭帯、血管、さらに神
経にもおよぶ。人間が自分の意志で、自由に操作でき
るのは身体の中で筋肉だけである。つまり、筋肉は健
康づくりの重要な鍵を握っているといえよう。
加齢とともに、筋機能が低下することは生物学的な
特性として認められているが、その能力は日常の生活
習慣や環境条件などにより強く影響されるといわれて
いる。特に、加齢と運動不足の相乗効果が急速な筋機
能の低下を示す。加齢変化は、人為的に変えられない
が、その変化に身体運動は最も影響を与える主要条件
と言えよう 13）。身体を構成する器官や組織の形態と機
能に対する加齢の変化を的確に把握し、自分自身の生
活習慣にフィードバックすることができるかどうか
が、まさしく各自の取り組みによるものであろう。
今後、ヒトの身体組成とその運動機能に対する加齢
現象とその運動効果に関する的確な情報を得るための
研究と、高齢者における正確なトレーニング方法を確
立させることが求められているといえよう。
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